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研究成果の概要（和文）：岡山県英田郡西粟倉村において、現在の小規模林家の森林管理の状況

と管理にかかわる問題について調べた。中には篤林家もいるが、近い将来管理放棄は一層進む

ことが示唆された。その背景には、これまで指摘されてきた経済的な問題だけでなく、立地特

性や自然災害への脆弱性など複合的な要因があった。将来の担い手としては、血縁者の可能性

は極めて低かった。受け容れには問題もあるが、I ターン者やボランティアなどのよそ者が管

理の担い手として期待される。 

 

研究成果の概要（英文）：We surveyed in Nishiawakura-son, Aida-gun, Okayama prefecture, the 

reasons why small-forest owners are likely to abandon managing their forests. Among the interviewed 

owners, we found a few who were eager to manage their forests. Even such owners were expected to 

abandon managing their forests, not only because of economic severe conditions for forestry as has been 

discussed, but also because their forests were fragile to natural disasters, were difficult to access due to 

their geographical conditions. Children of the owners were least likely to inherit managing the forests. 

Accordingly, we should encourage outsiders, such as immigrants and volunteers, could manage 

abandoned forests, although there were several problems for their contribution to forestry. 
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１．研究開始当初の背景 

 森林管理放棄については，全国に拡大造林
された人工林が主伐期に入った 90 年代から，
保育作業の遅れや再造林放棄について議論さ
れてきた．管理放棄をまねく要因として，境
界不明，不在村者所有林の増加などが指摘さ
れている．境界不明や不在村所有林の増加は，
次世代の後継者がいない，あるいは関心がな

いといった「担い手」の問題である．拡大造
林期に植林された多くの個人有林はすでに伐
期に達しているため，主伐されれば再造林放
棄される可能性は高い． 

 

２．研究の目的 

（１）まず、小規模林家の森林管理における
問題を明らかにし、森林管理を継続する林家
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の特性を分析することを目的とした。  

  

（２）森林管理の新たな担い手として期待さ
れている森林ボランティアに注目し、森林ボ
ランティアが地域の森林管理に与える影響に
ついて考察した。 

 

３．研究の方法 

（１）小規模林家の森林管理における問題： 

岡山県英田郡西粟倉村に在住する小規模林
家（所有面積 1ha 以上 10ha 未満：27 名）を
対象に、所有林の管理状況および問題点に関
する聞取り調査を行った。同時に、森林管理
の将来の担い手として I ターンやボランティ
アに対する意識をたずねた。調査期間は 2007

年 2 月 12 日から 2 月 24 日である。 

地域森林計画図および森林簿（2005 年 3 月
31 日現在）をデジタル化し、同村の森林の立
地特性を所有形態別に分析した（使用機器：
ESRI 社 ArcView9.3）。 

 

（２）森林管理の新たな担い手の分析：2000

年世界農林業センサスに掲載される次のデー
タ（全国市町村および政令指定都市の行政区

における 4 種類（植林・下刈・間伐・主伐）
の森林管理を行った林家数、主伐を除く 3 種
類の管理事業に従事した森林ボランティアの
述べ参加人数、森林ボランティアの述べ活動
面積）を使用し、ボランティアの述べ参加人
数と述べ活動面積の規模を調べた。なお、ボ
ランティアは 3 種類（植林・下刈・間伐）に
分類される。分析対象はこのいずれかの森林
ボランティアによる活動が報告された全国の
630 自治体とした。受け入れ人数の中央値を
基準とし、植林、下刈、間伐のボランティア
について、それぞれ 100 人以上、60 人以上、
50 人以上を受け入れた自治体を「2」、それ未
満の人数を受け入れた自治体を「1」、対象施
業においては受け入れのない自治体を「0」と
して、3 群にカテゴリー化した。そのうえで、
述べ参加人数および述べ活動面積を説明変数
とし、その自治体において各種管理活動に従
事した林家の数を被説明変数とした分散分析
を行った。1％水準で統計的な有意差があった
場合、事後比較を行った。 

 

４．研究成果 

（１）小規模林家の森林管理における問題 

表 1 小規模林家の所有林管理状況と管理に関わる諸要因 



 

 

①小規模個人有林の管理に関わる要因 

 西粟倉村では、個人有林への植林は昭和 40

年ごろから現在の所有者またはその父親を主
体に行われ、植林されたスギ・ヒノキは、現
在 40～50 齢に達する。植林後ほとんど皆伐さ
れておらず、概ね育林ステージにある。植林
後の施業管理は家族もしくは近所・親戚の範
囲で行われ、森林組合への委託は少数であっ
た。しかし、現在、山林の価値はほとんどな

いものとみなされ、聞取りを行った林家の半
数以上が 1～15 年前より管理を放棄していた。 

 管理状況を 3 段階に分類し、管理に関わる
要因を整理した（表 1）。まず、森林管理に負
の影響を及ぼす要因としては、木材利用の低
迷や価格下落だけでなく、台風や野生鳥獣害
といった自然災害、植林時の苗木の選択の失
敗、道路との近接性、山仕事に対する関心の
低下、高齢化による体力低下など、多岐にわ
たった。将来の後継者については、聞取り対
象者のうち 27 名中 25 名が無いと回答した。
残り 2 名も「子どもに継ぐ意思が無いわけで
ない」、「子どもは手入れをしているが、週末
に行う程度」といった消極的な回答であった。
自身の子どもが後継者になり得ないのは、ま
ず子どもの多くが村外に在住し職を持ってい
ること、そして、山に関心がなく境界もほと
んど知らないという理由によるものであった。 

 このような状況より、血縁者（特に子ども）
が森林管理の将来の担い手になる可能性は極
めて低い。しかも、森林管理の停滞は、複合
的な要因の結果として生じているので、担い
手不足の解消だけでは解決されないといえる。 

 

②個人有林の立地特性 

 西粟倉村全体の森林について、立地特性（標
高、傾斜角）を所有形態別に比較した。また、
全個人有林について所有林の分散箇所数を調
べ、各分散林面積（所有総面積ではない）と
標高および道路との距離を比較した。その結
果、所有形態により森林の位置する標高は異
なり（F2,1149=8.187, p<0.001）、個人有林は会社
有林や公有林に比べ、有意に低標高に分布し
ていた（p<0.05）（図 1）。傾斜角については
差はなかった。 

 個人有林の 1 所有者あたりの分散箇所数に
ついては、4 割の所有者が複数個所に森林を
所有していた（最大 22 箇所）。また、個々の
分散林の 75％は 1ha 未満の零細な林分であり、
一つの林分が 5ha 以上ある分散林は、全体の
3％にすぎなかった。分散林の標高について、
分散林の面積別に比較したところ、面積カテ
ゴ リ ー 間 の 標 高 の 違 い は 有 意 で あ り
（F3,2570=9.509, p<0.001）、10ha 以上の分散林
は高標高に分布していることが示された
（p<0.05）（図 2）。また、分散林の面積と道
路からの距離について、面積カテゴリー間の
道 路 か ら の 距 離 の 違 い は 有 意 で あ り
（ F3,2570=9.644, p<0.001 ）、「 1ha 未満」と
「1-5ha・5-10ha・10ha 以上」、および「1-5ha」
と「10ha 以上」の間に有意差があり（p<0.05）、
全体として、小面積の分散林ほど道路との距
離が遠いことが示された（図 3）。 

 個人有林の立地特性から森林管理について
考察すると、低標高に位置するという特性は、
同村の場合ほとんどの集落が低標高に分布す
るため、基本的にアクセスしやすいという有
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図 2 分散林の面積と標高 
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図 1 所有形態別にみた標高 
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図 3 分散林の面積と道路からの距離 



 

 

利な条件を備えているといえる。しかし、1

所有者の所有林面積が零細であることに加え、
多くがさらに分散して存在しており、分散林
の面積が小さいほど道路からの距離は遠かっ
た。道路は管理ステージが上がるほど重要性
が増す。そのため、面積が小さい林分ほど間
伐、主伐といった管理においては不利になり、
放棄されやすいことが示唆される。 
 
③現在の篤林家の特性 
 聞取りを行った対象者には、所有林の管理
状態が良好な林家も少なからずいた（表 1：
No.1～7）。なかには管理良好なモデル林分を
有する林家もいた。彼らの第一の特性は、山
仕事の経験が豊富で、仕事を好んでいること
であった。また、所有林へのアクセスの良さ
（道路との近接性）、植林当時に選定した苗木
が良質であったことも関連していると考えら
れた。 
 しかし、自然災害に対するぜい弱性や自身
の高齢化に伴う体力の低下、後継者がいない
という問題、所有林が分散しているという点
については、所有林の管理状況の良くない林
家と同様であった。つまり、現況では問題は
共通していても、仕事に対する経験や意欲が、
管理を継続している条件となっているが、今
後現状のままで篤林家の高齢化がさらにすす
めば、個人有林の管理放棄は一層進むものと
考えられる。 
 
④将来の担い手としてのよそ者への意識 
 地元の林家は、根付き層と都会での生活経
験のある Uターン者に大きく分けることがで
きる。この二つの層について、林業の将来の
担い手として、I ターンやボランティアに対
する意識を比較した。その結果、近年（1970
年以降）、村に帰ってきたものの方が、I ター
ンの新規林業就労者や森林ボランティアに対
して、肯定的な見解を持っていた。この結果
より、今後、血縁者でなく I ターンや森林ボ
ランティアを受け容れていくとすれば、U タ
ーン者のような地元とよそ者の中間的な住民
の役割が重要となることが示唆される。 
  
（２）地元林家が管理意欲を回復する可能性 
 森林管理の新たな担い手として期待されて
いる森林ボランティアに注目し、ボランティ
アの活動規模と地元林家の活動状況の分析に
より、地域の林家の森林管理意欲に及ぼす影
響を考察した。 
 まず、ボランティアの述べ参加人数と述べ
参加面積の相関（Spearman の相関係数）は、
植林 0.32（n=344）、下刈 0.36（n=366）、間伐
0.39（n=148）であった。 

 ボランティアの受け入れ規模と森林管理を
行う地元林家数の関連について、ボランティ
アが行う施業別に分析した。その結果、いず
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れの施業においても、森林管理を行う林家数
は、ボランティアの述べ参加人数が異なる自
治体間で有意に異なっていた（表 2、3、4）。
事後比較では、いずれの施業ボランティアに
おいても、参加人数が多い自治体の方が森林
管理を行う林家数が有意に多かった（p<0.01, 

または p<0.05）。 

 ボランティアの活動面積と森林管理を行う
地元林家数の関連についても、すべての施業
で、森林管理を行う地元林家数は、ボランテ
ィア活動面積が異なる自治体間で有意に異な
っていた。事後比較では、間伐ボランティア
を除く植林および下刈ボランティアにおいて、
ボランティア活動面積が大きい自治体の方が
森林管理を行う林家数が有意に多かった
（p<0.01, または p<0.05）。 

 森林ボランティアは、林政からも森林管理
の担い手として強く期待されているが、日本
全国の人工林が 1000 万 ha を超えているのに
対し、森林ボランティアが 1 年間に管理をし
た述べ面積は 1800ha に満たず、述べ参加人数
も 12 万人以下となっている。そのため、日本
全体の森林管理の担い手としては、現状では
不十分である。しかし、森林ボランティアの
効用は、労働力の提供により管理が進むこと
だけではない。ボランティアの活動が林家を
刺激し、林家の活動意欲を呼び醒ますことも
期待される。今回の結果から、全体的な傾向
として、森林ボランティアが活動している自
治体の方が、活動していない自治体に比べ、
森林管理に従事する林家数が多いことが示さ
れた。ボランティア事業を受け入れる自治体
では役場の意識も高く、結果的に林家に管理
を促す可能性があるなど、この結果をもって、
ボランティアの活動が林家の森林管理意欲に
正の効用をもたらしているとは断言できない。
しかし、多数のボランティアが山村に来て、
地域の森林管理だけでなく、各種の交流を地
元住民と行うことで、林家の管理意欲が刺激
されることは考えられる。この仮説を検証す
るためにはさらなる調査分析が必要であるが、
地元の林家を活性化させる仕組み、また所有
者でなくても管理できる仕組みづくりも検討
していくべきであろう。 
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